
議第 １１０ 号 

 

令和５年度 近江八幡市一般会計補正予算（第６号） 

   

令和５年度近江八幡市の一般会計補正予算（第６号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 188,553 千円を追加し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ 40,125,167千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の追加は、「第２表 債務負担行為補正」による。 

 （地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 

 

 

令和 ５ 年 １１ 月 ２９ 日提出 

         

         近江八幡市長 小 西  理 
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　第３表　地方債補正

（単位：千円）

限　度　額 起債の方法 限　度　額 起債の方法 利　　率 償還の方法
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給 食 セ ン タ ー 施 設
整 備 事 業
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又は
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し、利率
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の見直し
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後の利
率）

　政府資金
について
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債権者と協
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　ただし、
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ができる。

5,800

１　変　更

起　債　の　目　的
補 正 前 補 正 後

利　　率 償還の方法



提案理由 

民生費において、移動支援事業、福祉医療費助成事業及び地域型保育事業で利用

者増加に伴い扶助費を追加する。衛生費において、公衆浴場維持管理事業でトイレ

改修工事として工事請負費を追加する。農林水産業費において、土地改良区等緊急

支援事業で特別高圧電力を使用する排水機場に係る動力費高騰支援として負担金補

助及び交付金を追加する。商工費において、観光地域振興無電柱化推進事業で電線

管理者が実施する事業費見直しのため負担金補助及び交付金を追加する。土木費に

おいて、日野川改修事業で墓地造成事業費の見直しのため工事請負費等を追加する。

教育費において、給食センター施設の地下配管劣化に伴い、給食センター施設維持

管理事業で汚泥処分費として委託料を、給食センター施設整備事業で地下配管緊急

工事等として工事請負費を追加するとともに、各費目において、職員給与費に係る

人件費及び施設維持管理に伴う物件費等を精査し補正する。 

これらの財源については、国庫支出金、県支出金、寄附金、諸収入及び市債並び

に繰入金で財源調整し充当する。 

また、令和５年度中に入札及び契約手続きに着手するため、文化会館改修事業（工

事・監理委託）、同報系行政防災無線システム導入事業他８事業の債務負担行為を追

加する。 
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